
 

 

1 

 

2025年 2月 7日 

各位 

会社名: AI フュージョンキャピタルグループ株式会社 

(コード:254A 東証スタンダード市場) 

代表者名: 代表取締役社長 澤田 大輔 

   問合せ先:財務経理部長  西田 賢一郎 

(TEL: 03-6261-9511) 

 

連結子会社の社名変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、連結子会社であるフューチャーベンチャーキャピタル株式

会社および FVC Tohoku株式会社の社名変更を決議いたしました。 

 

株式会社ショーケース（東証スタンダード、証券コード 3909）の子会社化や、暗号資産投資事業を

行う子会社であるミライコイン株式会社を設立するなど、2030 年 3 月期時価総額目標 1,000 億円

に向けての当社グループの企業ステージ第二章の体制構築が着々と進む中で、当社グループ内で

ファンド事業を担う連結子会社 2 社の再スタートを対外的に明確にするために、2025 年 3 月 3 日

（予定）をもちまして下記の通り社名変更いたします。 

 

記 

 

１. 当該子会社の概要  

フューチャーベンチャーキャピタル株式会社 

新社名 ミライドア株式会社 

所在地 京都市中京区烏丸通錦小路上ル手洗水町 659番地 烏丸中央ビル 4階 

代表者の役職・氏名 代表取締役会長兼社長  澤田 大輔 

資本金 100百万円 

事業内容 ベンチャーキャピタル業務 

株主および持株比率 AIフュージョンキャピタルグループ株式会社 100% 

 

FVC Tohoku株式会社 

新社名 ミライドア Tohoku株式会社 

所在地 岩手県盛岡市大通 3丁目 6番 12号 開運橋センタービル３階 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 小川 淳 

資本金 10百万円 

事業内容 ファンド運営、インキュベーション施設運営など 

株主および持株比率 フューチャーベンチャーキャピタル株式会社 (注) 100% 

(注) フューチャーベンチャーキャピタル株式会社は、2025 年 3 月 3 日（予定）付でミライドア

株式会社に社名変更を予定しております。 
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２. 社名変更の理由  

当社は、2024 年 10 月の株式移転による持株会社化により設立され、AI を軸に日本の成長を支

えるキャピタルグループを目指し、自己投資事業、ファンド事業、PIPEs 事業、投資銀行事業か

らなる 4 つの事業ドメインをコア領域と定めております。 

 

2024 年 12 月には、IT 分野での技術力を有する株式会社ショーケースを TOB 並びに第三者割

当増資により連結子会社化し、また 2025 年 1 月には、金融資産＋テクノロジーとしての中長期

での暗号資産の優位性を見据え、また、当社が軸として掲げる AI と暗号資産（ブロックチェー

ン技術）との密接な関係を鑑みて暗号資産投資事業を行う子会社であるミライコイン株式会社

を設立するなど、2030 年 3 月期時価総額目標 1,000 億円に向けての当社グループの企業ステー

ジ第二章の体制構築が着々と進む中で、当社グループ内でファンド事業を担う連結子会社であ

るフューチャーベンチャーキャピタル株式会社および FVC Tohoku 株式会社の再スタートを対

外的に明確にするために、社名変更を実施するものです。 

 

 

（ご参考: 社名由来と理念） 

【社名由来】 

 「ミライ（未来）」「DOOR（ドア・扉）」から。 

 ベンチャー・中小企業にとっての「未来への扉を開く存在」となる会社という意味を込めた

ネーミング。 
 

【理念】 

 可能性の扉を開く大胆なアイデアや新たな挑戦を受け入れ、それらを実現可能にするための扉

を開きます。投資先企業が革新的な未来を切り拓けるよう、資金提供だけでなく専門的な知識

やネットワークを提供します。 

 

 未来を共に創造する 

私たちは、ベンチャー・中小企業とともに未来を創るパートナーです。一時的な支援にとどま

らず、長期的な成長を共に歩むことで、社会全体に持続可能な価値を提供します。 

 

 挑戦する精神を支える 

私たちは、リスクを恐れず新たな価値を生み出す挑戦者を全力で応援します。未来に向けたチャ

レンジ精神を尊重し、社会的意義のある事業を後押しします。 

 

 地方創生を推進する 

地方自治体や民間企業はじめ地域社会と連携して、地方に眠る潜在的な可能性を見出し、その

地域特有の強みを活かした事業の展開を支援することで、「地方創生」につながる事業の推進

と全国的な活力の底上げに貢献します。また、地方起業家や事業者が抱える課題に真摯に向き

合い、その挑戦を支えることで、地域から世界へとつながる新たな価値創造を目指します。 

 

以上 


